
1. はじめに

厚生年金の年金債務超過額は４５０兆円，公的年金制度全体では６００兆円

弱に達しているといわれ（高山 (2004)），このことが特に若年層を中心とし

た年金離れの原因となっており，公的年金制度廃止論や民営化論が主張さ

年金財源の調達法：応用一般均衡分析１）

小 平 裕

佐 々 木 覚 亮

1 はじめに

2 一般均衡モデルの構築

2.1 企業

2.2 家計

2.3 政府部門

2.4 民間非営利団体

2.5 対外部門

2.6 貯蓄－投資バランス

2.7 （純）福祉移転バランス

2.8 （純）その他経常移転のバランス

2.9 財価格

2.10 市場バランス条件

3 基準均衡データセット作成とカラブレーション

4 年金制度改革と応用一般均衡分析

4.1 政策代替案のシミュレーション

4.2 政策代替案の比較

5 結び

１） 本稿は，われわれの日本財政学会第６１回大会における報告に基づいている。
討論者の川出真清先生（新潟大学）より貴重なコメントを頂いた。

― ―１



れ始めている２）。公的年金制度を維持していくためには，年金財政の健全

化を図り，公的年金に対する国民の将来不安を解消することが必要である。

そのためには，年金財政の収入を増やすか，支出を減らすかのいずれか，

あるいは両方が必要となる。しかし，年金財源の調達手段の変更は当然，

社会厚生にも影響するので，採用する調達手段の選択に際しては，年金財

政だけではなく，どの社会階層にどのような影響が及ぶかを知る必要があ

る。

年金財源の調達手段が社会厚生に与える影響を検討した前稿（小平・

佐々木 (2006)）では，わが国の社会会計行列を作成し，乗数分析モデルを

構築して，年金目的税の創設，年金保険料引き上げ，年金給付削減および

それらを組み合わせた政策について，それぞれの政策効果を定量的に比較

検討した。その結果をまとめると，家計に対する純効果で見て，社会保険

料引き上げが優れており，以下，年金目的税創設，保険料引き上げと給付

削減の組み合わせ，年金目的税創設と給付削減の組み合わせの順に並び，

給付削減が最も低く評価されると結論された。しかし，社会会計行列によ

る乗数分析には，線形経済モデルを前提としていることや，価格変数を含

んでいないことなどの限界がある。

本稿では，わが国の応用一般均衡 applied general equilibrium モデルを

構築して，前稿と同じ政策代替案について定量分析を行う３）。具体的には，

厚生年金の２００４年度の実質赤字額が５兆円とされているので，この５兆

円を，（１）年金目的税の創設，（２）保険料引き上げ，（３）給付削減，あるい

はこれらの組み合わせにより調達することを想定して，各政策の得失を定

量的に明らかにすることを試みる。

２） 公的年金制度を擁護する立場からの論点整理は，橘木 (2005) 参照。
３） 財政分野の実証的一般均衡分析には，応用一般均衡モデル (Shoven and

Whalley (1992) 参照）と世代重複モデル（Auerbach and Kotlikoff (1987) 参
照）がある。わが国を対象とした最近の研究として，前者の橋本 (1998)，
上村 (2001)，後者の川出・別所・加藤 (2003)，前川 (2004) などがある。
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社会会計行列を利用した分析は，行列乗数モデルによる経済分析（中村

(2000a) (2000b)）から，応用一般均衡モデルに基づく分析へと大きく進展

してきた。というのは，社会会計行列は完全接合体系を行列形式で表示し

ているので，当該経済は観察時点においてバランスしているという応用一

般均衡モデルの大前提を満足していることから，応用一般均衡モデルのデ

ータベースとしても有用であるためである。このこともあって，社会会計

行列は発展途上国だけではなく，オランダやアメリカなどの先進諸国にお

いても作成されるようになってきた。われわれも小平・佐々木 (2004) で

作成した社会会計行列を使い，応用一般均衡モデルを構築しているので，

本稿もこの流れの中に位置づけられる。

2. 一般均衡モデルの構築

前稿で指摘した社会会計行列による乗数分析の限界を克服するには，価

格を内生化した分析枠組みが必要になる。そのような分析枠組みの１つに

応用一般均衡分析（Shoven and Whalley (1992) 参照）があり，上で述べたよ

うに社会会計行列を利用するとモデルを容易に構築できることが知られて

いる。私たちは以下のようなモデルを構築して応用一般均衡分析を行う。

2. 1 企業

生産部門は，農林水産業，鉱・製造・建設業，電力等公益事業，商業・

金融・不動産，その他サービスの５産業から構成されるものとし，各産業

は１種類の財を生産するものとする。また，各産業には代表的企業を想定

する。代表的企業は，生産技術の制約の下で，中間投入，労働，資本を投

入して当該部門の財を生産する。本稿では生産関数の関数形として，中間

投入に関しては Leontief 型，資本と労働に関しては Cobb-Douglas 型を

仮定する。各企業は，財価格，要素価格，課せられている純生産物税，労

働税（社会保険料を含む），資本税が与えられたとき，所与の生産量を最小
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の費用で生産する生産計画を選択する。

産業 i (i�1�����5) の代表的企業の行動は，次の最小化問題の解として

求められる。

(2.1) minimize
�
i�1

5 �(1�twi )wLi �(1�tr i )rKi �
subject to Xi �min

1

a0i

fi(Ki�Li )�V1i

a1i

�����V5i

a5i

� �
fi(Ki�Li )��i Li

�i Ki
(1��i )

ただし，w：賃金率，r：資本賃貸料，tw i：産業 i の労働税率，tr i：産

業 i の資本税率，Li：産業 i の労働投入量，Ki：産業 i の資本投入量，

Xi：産業 i の産出量，a0i：産業 i の付加価値率，aji：産業 i への財 j の

投入係数 (j�1�����5)，Vji：産業 i への財 j の中間投入， fi：産業 i の生

産関数，�i：産業 i の生産効率係数，�i：産業 i の労働分配率。

最小化問題 (2.1) を解くと，労働需要関数と資本需要関数

(2.2) LD i � 1�i

a0i Xi

�i (1�tr i )r

(1��i )(1�tw i )w

� �(1��i )

(2.3) KD i � 1�i

a0i Xi

(1��i )(1�tw i )w�i (1�tr i )r

� ��i

が得られる。ただし，LD i：産業 i の労働需要，KD i：産業 i の資本需

要。

産業 i の代表的企業の利潤�i は，次のように定義される。

(2.4) �i �qi Xi ��
j�1

5

qj aji Xi�(1�tp i )�(1�tw i ) wLD i �(1�tr i ) rKD i �
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ただし，qi ：産業 i の生産物価格，tp i：産業 i の純生産物税率。

均衡では，各産業について利潤ゼロ条件が成立する。

(2.5) �i �0 i �1�����5
2. 2 家計

家計を世帯主の年齢によって勤労者世代と年金受給者世代の２階級に分

け，各世代に代表的家計を想定する。代表的家計は財価格，要素価格，各

種の税や社会保険料，移転，平均貯蓄性向を与えられたものとして，予算

制約の下で効用最大化行動をとる。ここでは，効用は５種類の財と余暇に

より説明されるものと考える。ただし，５種類の財からなる合成財を考え，

家計は第１段階では合成財需要と余暇需要（すなわち，労働供給）の選択を

行い，第２段階で各財の個別需要を決定するものとする。第１段階の効用

関数として CES 型を，第２段階には Cobb-Douglas 型を仮定する。

家計の所得は労働所得，資本所得，社会福祉移転，その他経常移転から

構成される。ここで，家計 k (k �1�2)が所有する要素賦存量を全て要素

市場に供給したときに得られる所得を完全所得 FI k と呼べば，それは，

(2.6) FI k �wE k �rKS k

と表される。ただし，Ek ：家計 k の労働賦存量，KS k：家計 k の資本賦

存量。

家計は所得税を納める一方で，社会福祉移転とその他経常移転を受け取

るので，家計 k の完全可処分所得は，

(2.7) (1�ty ) FI k �SOH k �TRH k

により与えられる。ただし，ty：所得税率，SOH k：家計 k の受け取る

（純）社会福祉移転，TRH k：家計 k の受け取る（純）その他経常移転。こ

こで，家計は完全可処分所得の一定割合を貯蓄するものとすると，家計 k
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の貯蓄 SH k は，

(2.8) SH k �bk �(1�ty ) FI k �SOH k �TRH k �
と表される。ただし，bk ：家計 k の平均貯蓄性向。

家計 k の第１段階の行動は，効用最大化問題

(1��k )

1

vk Ck ��k Fk

� � vk

vk �1

(2.9) maximize

vk �1

vk

1

vk

vk �1

vk

subject to pCk �(1�ty ) wF k�(1�bk )�(1�ty ) FI k �SOH k �TRH k �
を解くことによって求められる。ただし，�k：家計 k の分配係数，vk：

家計 k の合成財と余暇の代替の弾力性，Ck ：家計 k の合成財需要，Fk ：

家計 k の余暇需要，p：合成財価格。

最大化問題 (2.9) を解くことにより，合成財需要関数と余暇需要関数

(2.10) Ck �(1��k )A

p
vk B

Fk � �k A

(1�ty )w� �vk B

を得る。ここで，

A �(1�ty ) FI k �SOH k �TRH k �SH k�(1�bk )�(1�ty ) FI k �SOH k �TRH k �
B �(1��k )p

vk ��k�(1�ty )w�1�vk

次に，各財の購入に充てられる所得を考えよう。稼得所得 Yk は，労働

所得と資本所得の和として与えられる。前者は，労働賦存量 Ek から余暇
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需要 FK を控除した労働供給 LS k

(2.11) LS k �Ek �Fk

が稼得する所得である。後者は，家計 k が所有する資本 KS k を供給する

ことにより得る所得である。よって，

(2.12) Yk �wLS k �rKS k

これに所得税（税率は ty）が課税される一方で，社会福祉移転とその他経

常移転を受け取るので，家計 k の可処分所得は，

(2.12’) (1�ty )Yk �SOH k �TRH k

により与えられる。貯蓄率は bk であるから，各財の購入に充てられる所

得は

(2.12”) (1�bk )�(1�ty )Yk �SOH k �TRH k �
により与えられる。

したがって，家計 k (k�1�2)の財 i (i�1�����5)の需要 cki は，貯蓄後

の所得と合成財需要，余暇需要が与えられたとき，第２段階の効用最大化

問題

(2.13) maximize
�
i�1

5

cki
�ki�ki

subject to
�
i�1

5

qi cki�(1�bk )�(1�ty )Yk �SOH k �TRH k �
より求められる。ただし，�ki：家計 k の財 i への支出係数。

(2.13) を解いて，各財の需要関数
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(2.14) cki ��ki

qi

(1�ty )Yk �SOH k �TRH k �SH k

� �
を得る。また，財価格 qi があたえられたとき，合成財価格 p は，

(2.15) p ��
i�1

5 qi�ki

� ��ki

より求められる。

2. 3 政府部門

この経済には政府が１つあるものと仮定する。政府は，所得税，純生産

物税，労働税，資本税を課税する。政府収入は，これらの税収と政府（純）

その他経常移転の和である。一方，政府支出は政府消費支出と政府の（純）

社会福祉移転からなり，収入と支出の差は政府貯蓄となる。ここでは，政

府消費支出は一定とし，福祉移転は税収に比例して配分されるものと仮定

する。

このとき，政府の予算制約式は，

(2.16)
�
i�1

5

qi cGi �SOG �SG�ty
�
k�1

2

Yk ��
i�1

5

tp i (wLD i �rKD i )��
i�1

5

(1�tp i )(tw i wLD i �tr i rKD i )�TRG

と表される。ただし，cGi：政府の財 i の需要，SOG：政府の（純）社会

福祉移転，SG：政府貯蓄，TRG：政府の（純）その他経常移転。

2. 4 民間非営利団体

民間非営利団体は，（純）社会福祉移転と（純）その他経常移転を収入と

年金財源の調達法：乗数分析

― ―８



して，その活動目的のために各種の財を需要する。収入と支出の差は貯蓄

となる。民間非営利団体の予算制約式は，

(2.17)
�
i�1

5

qi cNi �SN �SON �TRN

と表される。ただし，cNi：民間非営利団体の財 i の需要，SN：民間非営

利団体の貯蓄，SON：民間非営利団体の（純）社会福祉移転，TRN：民

間非営利団体の（純）その他経常移転。

2. 5 対外部門

対外取引では，輸出代金を受け取る。他方，支払い側は，輸入代金と海

外への（純）福祉移転，（純）その他経常移転からなる。受け取りと支払い

の差は対外部門貯蓄となる。対外部門のバランス式は，

(2.18)
�
i�1

5

qi EX i �SE ��
i�1

5

qi EM i �SOE �TRE

により与えられる。ただし，EX i：財 i の輸出量，SE：対外部門貯蓄，

EM i：財 i の輸入量，SOE：対外部門の（純）福祉移転，TRE：対外部

門の（純）その他経常移転。

2. 6 貯蓄－投資バランス

家計，政府，民間非営利団体，対外部門の貯蓄の総計は投資総額に等し

い。すなわち，

(2.19)
�
k�1

2

SH k �SG �SN ��
i�1

5

qi Ii

ただし，Ii ：財 i の投資需要。

2. 7 （純）福祉移転バランス

家計，政府，民間非営利団体，対外部門の福祉移転の総計はゼロに等し
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い。すなわち，

(2.20)
�
k�1

2

SOH k �SOG �SON �SOE �0

2. 8 （純）その他経常移転のバランス

家計，政府，民間非営利団体，対外部門のその他経常移転の総計はゼロ

に等しい。すなわち，

(2.21)
�
k�1

2

TRH k �TRG �TRN �TRE �0

2. 9 財価格

財 i の価格は，価格方程式

(2.22) qi ��
j�1

5

[(IM �A�)�1]ji

(1�tp j )
(1�tw j ) wLD j �(1�tr j ) rKD j

Xj

��� ���
により決定される。ただし，IM：単位行列，A：投入係数行列。また，

[ ]ji は当該行列の第 (j, i) 要素を，上添えの ’ は転置行列を表している。

2. 10 市場バランス条件

財市場，労働市場，資本市場の市場バランス式は，次のように表される。

(IM �A )Xi �EM i �cki �cGi �Ii �EX i （財市場）

(2.23)
�
k�1

2

LS k ��
i�1

5

LD i （労働市場）�
k�1

2

KS k ��
i�1

5

KD i （資本市場）
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3. 基準均衡データセット作成とカラブレーション

以上で，理論モデルの準備が終わった。本節からは実証分析の作業にな

る。応用一般均衡分析では，基準均衡を表すデータベースとして社会会計

行列を利用すると，モデル作成が容易になるので，本節では社会会計行列

の形で基準均衡データセットを用意することにする。表３．１と表３．２が，

われわれが利用する基準均衡のデータセットである。

表３．１の社会会計行列は，前稿の乗数分析で用いた社会会計行列に以下

の加工を施したものである。先ず，産業部門については，乗数分析の社会

会計行列では国民経済計算データにあわせて１３部門としていたが，本稿

では前節の理論モデルにあわせて５産業（農林水産業，鉱・製造・建設業，

電力等公益事業，商業・金融・不動産，その他サービス）に統合している。た

だし，表３．１では５産業を生産活動部門として１つに集約しており，生産

活動部門の各産業の付加価値などは，表３．２に別に示してある。乗数分析

の社会会計行列には，生産部門の貯蓄部門からの受け取りと生産部門の貯

蓄部門への支払いの２つが計上されていた。前者は投資部分に，後者は減

価償却に相当する。投資部分に相当する生産部門の貯蓄部門からの受け取

りは，表３．１の社会会計行列でも貯蓄として掲示されているが，減価償却

に相当する生産部門の貯蓄部門への支払いは，応用一般均衡モデルでは貯

蓄は資本所得に含まれると考えるので，表３．１には独立した表示はなく，

「生産要素 資本」に含まれている。

前稿の乗数分析では，国民経済計算データに忠実に従い社会会計行列を

作成した。そのために，制度部門を５つ（非営利，家計，一般政府，非金融，

金融）としていたが，本稿の応用一般均衡分析では非金融と金融は生産部

門と重複するので，表３．１ではこれらを統合している。ここではさらに，

世帯主の年齢により家計を分け，６５歳未満の勤労者世代と６５歳以上の年

金受給者世代の２階級としている。

年金財源の調達法：乗数分析
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生産要素の種類は，乗数分析でも応用一般均衡分析でも資本と労働の２

種類で同じである。福祉移転，経常移転，貯蓄，対外部門も同じあるが，

表３．１では応用一般均衡分析に合わせるために受け取りと支払いの差の純

額をプラス値で表している。最後に，表３．１の項目の表示順序は，佐々木

(2003) にあわせてある。

以上のように，前稿の乗数分析用の社会会計行列は小平・佐々木 (2004)

で作成した SNA-SAM を部門統合する形で表現したもので，国民経済計

算の枠組みに忠実に作成された社会会計行列であるのに対して，本稿の応

表３．１：基準均衡の社会会計行列

表３．２：基準均衡の産業別付加価値

年金財源の調達法：乗数分析
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用一般均衡分析用の社会会計行列（表３．１）は，応用一般均衡モデルにあ

わせて前稿の社会会計行列を加工，変形している。

われわれは応用一般均衡分析の第１段階として，表３．１と表３．２の社会

表３．３：効用関数のパラメーター

表３．４：生産関数のパラメーター

年金財源の調達法：乗数分析
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会計行列により与えられる基準均衡データセットを複製できるように，効

用関数および生産関数のパラメーターの値をカラブレーション法により推

定する。推定結果は表３．３と表３．４にまとめてある。なお，労働を価値尺

度財としている（すなわち，w �1）。また，一般均衡モデル解法プログラ

ム GAMS=General Algebraic Modeling System を使用した。

4. 年金制度改革と応用一般均衡分析

4. 1 政策代替案のシミュレーション

本節では，政策代替案のシミュレーションを行う。政策代替案としては，

本稿でも前稿の乗数分析と同じ政策案を取り上げる。具体的には，それら

の政策の下で成立する仮設均衡を求めた上で，基準均衡と比較して各政策

が各財の価格や各部門の生産額，家計の消費額などに与える影響を調べる。

最初に，（１）年金目的税の創設を取り上げる。具体的には，年金目的税

として消費税を５兆円分だけ増税することを考える４）。応用一般均衡モデ

ルでは，消費税は純生産物税に含まれているので，この政策は純生産物税

の増税として定式化される。具体的には，純生産物税の税収を５兆円増や

すと同時に，外生変数の福祉移転の年金受給者世代への支払いを５兆円増

加させ，福祉移転から一般政府への支払いを５兆円減少させることを考え

る。

政策変数を以上のように変更した後に成立する均衡は，年金目的税の導

入後に成立する仮設均衡の社会会計行列（表４．１）と生産活動部門の産業

別付加価値（表４．２），および各政策のシミュレーション結果をまとめた表

４．３の（１）欄に示されている。年金目的税導入前の基準均衡と導入後の

仮設均衡の産業別付加価値を示した表３．２と表４．２を比較すると，純生産

物税の合計は３８兆３，７３９億円から４３兆３，７３９億円へ増えており，ちょう

４） 消費税率１％は概ね税収２兆７，０００億円に相当するので，これは消費税率
を約２ポイント引き上げることを意味する。

年金財源の調達法：乗数分析
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ど５兆円の増税になっていることが確認される。同時に，年金目的税導入

前の基準均衡の社会会計行列（表３．１）と導入後の仮設均衡の社会会計行

列（表４．１）を比較すると，年金受給者世代への福祉移転（マス (4,8)）が

４８兆９，０７４億円から５３兆９，０７４億円へ５兆円増えていること，また一般

政府から福祉移転への支払い（マス (8,5)）が２兆３，９９６億円から７兆３，９９６

億円へ５兆円増加している（すなわち，福祉移転から一般政府への支払いは５

兆円減少している）ことも確認される。

勤労者世代と年金受給者世代の消費はそれぞれ，社会会計行列の「３制

度部門 勤労者」と「４制度部門 年金受給者」の「１生産活動」への支

払い（マス (1,3) と (1,4)）として示される。年金目的税導入前の基準均衡（表

３．１）と導入後の仮設均衡（表４．１）を比較すると，勤労者世代の消費は２２３

兆９，７３５億円から２２２兆９，７２１億円へ０．４５パーセント減少するのに対し

て，年金受給者世代の消費は５５兆８，００４億円から５８兆３，４６４億円へ４．５６

パーセント増加することが分かる。また，勤労者世代の貯蓄（マス (10, 3)）

は８９兆９，０２７億円から８９兆５，００６億円へ０．４５パーセント減少するのに

対して，年金受給者世代の貯蓄（同 (10, 4)）は２７兆５，５３９億円から２８兆

８，１１１億円へ４．５６パーセント増加する５）。

表４．２に示されているように，生産活動部門の各産業は何れも増加率

０．６１パーセントから０．７６パーセントの範囲で生産額を増加させている

（農林水産業は１４兆３，５５２億円→１４兆４，４２９億円，鉱・製造・建設業は３８４兆

０，５３８億円→３８６兆９，５６５億円，電力等公益事業は２７兆０，７６２億円→２７兆２，５０６

億円，商業・金融・不動産は２００兆０，８４２億円→２０１兆３，１５４億円，その他サービ

スは３２７兆２，１２１億円→３２９兆５，７８８億円）。ただし，財価格の上昇率（０．８パ

ーセントから０．９パーセントの範囲）の方が生産額増加率よりも大きいので，

各産業の生産量は減少していることになる。また，要素所得は，労働所得

５） このように消費と貯蓄の変化率が等しくなるのは，平均貯蓄性向 bk を一定
と仮定したためである。
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（２６２兆３，２５９億円から２６１兆５，８６７億円へ０．２８パーセント減），資本所得（１８０

兆０，２４１億円から１７９兆４，５７２億円へ０．３１パーセント減）ともに減少する。労

働の要素価格（賃金率）を価値尺度財としているから，労働所得の減少は

労働供給の減少を意味する。勤労者世代の労働供給（２２９兆１，１５１億円→２２９

兆４，０５１億円）は０．１３パーセント増加するが，年金受給者世代のそれ（３３

兆２，１０８億円→３２兆１，８１７億円）は３．１０パーセント減少する。資本賃貸料

は１．０００から０．９９７に下落している（表４．３参照）。

次に，（２）年金保険料を引き上げて，保険料収入を５兆円増す場合を取

表４．１：年金目的税を導入した場合の社会会計行列

表４．２：年金目的税導入後の産業別付加価値

年金財源の調達法：乗数分析
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り上げる６）。このモデルでは年金保険料は労働税の一部とされているので，

年金保険料引き上げは労働税の増税として表される。この政策は応用一般

均衡モデルでは，労働税を５兆円増税すると同時に，外生変数としている

福祉移転の年金受給者への支払いを５兆円増加させるとともに，福祉移転

から一般政府への支払いを５兆円減少させる。

政策変数を以上のように変更した後に成立する仮設均衡の社会会計行列

は表４．４に，生産活動部門の産業別付加価値は表４．５に示されており，主

要変数の値は表４．３の（２）欄にまとめられている。生産活動部門の産業

別付加価値を政策実施前後についてを比較する（表３．２と表４．５参照）と，

労働税の総額は基準均衡の１６兆０，５４９億円から年金保険料引き上げの場

合の２０兆９，６０６億円へ４兆０，５０７億円（約５兆円）増えていることが分か

る。また，年金保険料引き上げ前の基準均衡（表３．１）と引き上げ後の仮

設均衡の社会会計行列（表４．４）を比較すると，年金受給者への福祉移転

（マス (4, 8)）は４８兆９，０７４億円から５３兆９，０７４億円へ５兆円増えており，

６） これは現行の社会保険料を約１割引き上げることに相当する。
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同時に一般政府から福祉移転への支払い（マス (8, 5)）も２兆３，９９６億円か

ら７兆３，９９６億円へ５兆円増加している（すなわち，福祉移転から一般政府

への支払いは５兆円減少している）ことが確認される。

基準均衡と比較すると，社会保険料引き上げにより勤労者世代の消費は

表４．３：各政策のシミュレーション結果

年金財源の調達法：乗数分析
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０．２８パーセント減少して２２３兆３，４３３億円になるのに対して，年金受給

者世代の消費は５８兆８，８６９億円へ５．５３パーセント増加すること，勤労者

世代の貯蓄は８９兆６，４９６億円（０．２８パーセント減）になるのに対して，年

金受給者世代のそれは２７兆０，７８１億円（５．５３パーセント増）になること，

年金財源の調達法：乗数分析
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労働供給は勤労者世代（２２８兆８，１５３億円，０．１３パーセント減），年金受給者

世代（３１兆９，７８６億円，３．７１パーセント減）ともに減少することことが分か

る。また，各産業の生産額は１．００パーセントから１．２９パーセントの範囲

で増加する（農林水産業は１４兆４，９８９億円，鉱・製造・建設業は３８８兆９，９５６億

円，電力等公益事業は２７兆３，６３２億円，商業・金融・不動産は２０２兆１，１１１億円，

その他サービスは３３１兆２，７３５億円）ものの，財価格が１．４０パーセントから

１．６０パーセントの範囲で上昇しているので，生産量は減少すること，要

素所得のうち資本所得（１８２兆０，７９４億円）は１．１４パーセント増加するの

表４．４：年金保険料を引き上げる場合の社会会計行列

表４．５：年金保険料引き上げ後の産業別付加価値
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に対して，労働所得（２６０兆７，９３９億円）は０．５８パーセント減少すること，

資本賃貸料は１．０１１に上昇することが分かる。

続いて，（３）年金給付を削減する場合を考察する７）。この政策手段は応

用一般均衡モデルでは，外生変数の年金受給者の福祉移転からの受け取り

を５兆円減少させ，同時に福祉移転から一般政府への支払いを５兆円増加

させることとして表される。政策変数を以上のように変更した後に成立す

る仮設均衡は，表４．６の社会会計行列と表４．７の生産活動部門の産業別付

加価値に示されており，主要変数の値は表４．３の（３）欄にまとめられて

いる。社会会計行列の年金受給者への福祉移転支払い（マス (4, 8)）は５兆

円減少している（基準均衡の４８兆９，０７４億円→給付削減の場合の４３兆９，０７４億

円）。同時に，福祉移転は基準均衡では一般政府が２兆３，９９６億円の支払

い（表３．１のマス (8, 5)）であったものが，給付削減後は２兆６，００４億円の

受け取り（表４．６のマス (5, 8)）となっており，一般政府への支払いは５兆

円増加していることが確認される。

７） これは現行の年金給付を約２割削減することに相当する。
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年金給付削減の仮設均衡では，資本の要素価格（資本賃貸料）は下落し

て０．９９８になる。全ての財価格は一律に０．１パーセント低下し，財の相対

価格は変わらないことが，表４．３の（３）欄から明らかになる。これは，

この政策が年金受給者から政府への移転に他ならないので，予算制約規模

を変える効果しか持たないためであると説明される。勤労者世代の消費は

基準均衡より４．８４パーセント減少して２２６兆０，８６６億円に，年金受給者

世代の消費は０．９４パーセント増加して５３兆０，９７８億円になること，勤労

者世代の労働供給（２２７兆６，４１７億円）は０．６４パーセント減少するのに対

表４．６：年金給付を削減した場合の社会会計行列

表４．７：給付削減後の産業別付加価値
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して，年金受給者世代のそれ（３４兆３，３０３億円）は３．３７パーセント増加す

ること，勤労者世代の貯蓄は９０兆７，５０７億円に０．９４パーセント増加する

が，年金受給者世代のそれは２６兆２，１９４億円に４．８４パーセント減少する

こと，各産業の生産額（農林水産業は１４兆３，２９０億円，鉱・製造・建設業は３８３

兆６，００９億円，電力等公益事業は２７兆０，３０３億円，商業・金融・不動産は１９９兆

７，２３９億円，その他サービスは３２６兆７，９２４億円）は０．１２パーセントから０．１８

パーセントの範囲で減少するものの，これは財価格の下落率よりも大きい

ので，生産量も減少していること，労働所得（２６１兆９，７２１億円）と資本所

得（１７９兆７，５２４億円）は共に減少することが分かる。

最後に，複数の政策手段を組み合わせて実施する場合の政策効果を検討

しよう。乗数分析のモデルとは違い，応用一般均衡モデルは線形ではない

ので，上の３つの場合と同様に一般均衡モデルの均衡解を求める必要があ

る。（４）年金目的税創設により２．５兆円財源を増やしながら，年金給付を

２．５兆円削減する場合に成立する仮設均衡は表４．８と表４．９に，また（５）

年金保険料を２．５兆円増やしながら，年金給付を２．５兆円削減する場合に
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成立する仮設均衡は表４．１０と表４．１１に示されている。また，それぞれの

均衡における主要変数の基準均衡とからの変化の様子は，表４．３の（４）

欄と（５）欄にまとめられてる。

ここで詳細な検討を繰り返すことはしない。（１）年金目的税の創設と

（２）社会保険料の引き上げは財価格を上昇させたのに対して，（３）年金給

付の削減は財価格を下落させる政策であった。（１）と（３）を組み合わせ

た（４）年金目的税創設＋給付削減，（２）と（３）を組み合わせた（５）年

金保険料引き上げ＋給付削減の財価格に対する影響はそれぞれの中間にな

表４．８：年金目的税創設＋給付削減を実施する場合の社会会計行列

表４．９：年金目的税創設＋給付削減後の産業別付加価値
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ることが分かる。資本賃貸料についても，同様のことが確認できる。

4. 2 政策代替案の比較

以上の分析結果に基づいて，５通りの政策代替案の得失を比較しよう。

最初に，前稿と同様に完全可処分所得 (2.7) を使って，各政策案が家計

に与える影響を比較しよう。（表４．１２参照）勤労者世代は，

(4.1) （３）＞（５）＞（４）＞（０）＞（２）＞（１）

と順位付けるのに対して，年金受給者世代は，

(4.2) （３）＞（２）＞（１）＞（０）＞（５）＞（４）

と順位付ける。ただし，丸カッコに入れた数字は政策代替案を表しており，

（０）＝基準均衡，（１）＝年金目的税の創設，（２）＝社会保険料の引き上げ，（３）

＝年金給付の削減，（４）＝年金目的税創設＋給付削減，（５）＝年金保険料引

き上げ＋給付削減である。

年金給付を削減する政策（３）は，年金受給者世代には直接的な大きな

影響を及ぼすのに対して，勤労者世代には間接的な影響しかないないこと
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を考えると，勤労者世代が政策（３）を最も高く評価するのは納得できる

が，年金受給者世代がこのように高く評価するのは理解し難い。社会保険

料を引き上げる政策（２）は年金財政に必要な資金を勤労者世代の負担で

調達する政策であるのに対して，年金目的税を創設する政策（１）は必要

な資金を勤労者世代と年金受給者世代の両方が消費額（基準均衡において約

４：１）に応じて負担する政策であることから，年金受給者世代が（２）社

会保険料引き上げを（１）年金目的税導入よりも高く評価することは納得

できるが，勤労者世代も同じように評価するのは理解し難い。経済全体で

表４．１０：年金保険料引き上げ＋給付削減を実施する場合の社会会計行列

表４．１１：年金保険料引き上げ＋給付削減後の産業別付加価値
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は，各政策の順位付けは

(4.3) （３）＞（５）＞（２）＞（１）＞（４）＞（０）

となる。

応用一般均衡分析では前稿の乗数分析と違い，政策実施によって財価格

表４．１２：完全可処分所得と等価変分
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や資本賃貸料（資本の要素価格）が変化するので，上のような完全可処分所

得による比較は不正確である。そこで，等価変分

(4.4) EV �Un �Uo

Uo

Io

に基づく比較を取り上げよう。ただし，EV：等価変分，Uo：基準均衡の

効用，Un：政策変更後の効用，Io：基準均衡の所得。

表４．１２の下段にまとめられているように，等価変分に基づく比較では，

勤労者世代は各政策案を

(4.5) （３）＞（４）＞（５）＞（０）＞（１）＞（２）

と順位付けていることが分かる。年金給付を削減する政策（３）は，年金

受給者世代には直接的な大きな影響を及ぼすのに対して，勤労者世代には

間接的な影響しか及ばないことを考えると，勤労者世代が政策（３）を最

も高く評価するのは納得できる。社会保険料を引き上げる政策（２）は年

金財政の健全化に必要な資金を全て勤労者世代の負担で調達する政策であ

るのに対して，年金目的税を創設する政策（１）は必要な資金を両世代が

消費額に応じて負担する政策である。ここで，基準均衡（２０００年時点）に

おける勤労者世代と年金受給者世代の消費額の比率は約４：１であるから，

勤労者世代の負担は必要資金の約８割で済むことになるので，勤労者世代

が（２）社会保険料引き上げを（１）年金目的税導入よりも低く評価するこ

とも納得できる。

一方，年金受給者世代は各政策案を，

(4.6) （２）＞（１）＞（０）＞（５）＞（４）＞（３）

と順位付けており，自分たちの負担の軽い（２）社会保険料引き上げ，（１）

年金目的税創設を高く評価する一方で，負担の重い（３）年金給付削減を

最も低く評価することを示している。経済全体では各政策案を，

(4.7) （３）＞（０）＞（４）＞（５）＞（１）＞（２）

と順位付けている。（３）給付削減は，給付削減３つの政策代替案の中で最
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も価格変化の小さい政策であること，また給付削減は年金受給者への福祉

移転を５兆円減少させ，政府への福祉移転を５兆円増加させると内容であ

り，年金受給者から政府への移転に他ならないので，他の代替案よりも経

済に及ぼす影響が小さいことが，この結果を導いていると考えられる。ま

た，（３）給付削減は基準均衡よりも経済厚生が高くなっているが，これは

勤労者世代の消費と余暇需要が大きく増加した（消費は０．９４パーセント増加，

余暇需要は０．６４パーセント増加）ことによるものと推測される。

5. 結び

本稿では，年金制度改革の定量分析のために，社会会計行列を作成し，

これを利用して応用一般均衡分析を行った。具体的には，厚生年金の実質

赤字額（２００４年度）とされる５兆円を，（１）年金目的税の創設，（２）保険

料引き上げ，（３）給付削減，およびこれらを組み合わせた（４）年金目的

税創設と給付削減，（５）保険料引き上げと給付削減の各代替案によって調

達する場合の得失を定量的に把握することを試みた。

応用一般均衡分析により，勤労者世代であるか年金受給者世代であるか

によって，政策評価が分かれることも示された。すなわち，勤労者世代は

５つの政策のうち（３）給付削減を最も高く評価して，以下，（４）年金目

的税創設と給付削減，（５）保険料引き上げと給付削減，（１）年金目的税の

創設，（２）社会保険料の引き上げと評価しているのに対して，年金受給者

世代は（２）社会保険料の引き上げを最も高く評価して，続いて（１）年金

目的税の創設であり，（３）給付削減を最も低く評価している。さらに，各

政策案の順位付けでは，基準均衡の順位付けは異なるものの，経済全体の

評価は勤労者世代の評価と一致する。

また，前稿の乗数分析による順位付けと比較すると，乗数分析の家計の

順位付けは応用一般均衡分析の年金受給者世代の順位付けと一致すること

が分かる。これは，乗数分析では家計を世帯主の年齢によって分割してお
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らず１グループとして分析しているために，あたかも全世帯が年金受給者

であるかのよう考えることができ，社会保険料の負担と給付の受益の世代

間の非対称性が消えるためであろう。

本稿では制度改革実施時点における短期的な効果しか分析しておらず，

現在の勤労者が年をとり年金受給者になり，給付を受けるようになる将来

の影響は考慮していない。また，ここでは家計を勤労者世代と年金受給者

世代とに二分しただけである。今後は世帯主の年齢階級によりさらに細分

したモデルを構築して分析を動学的に拡張し，年齢階級別の生涯負担と生

涯給付を明らかにするとともに，年金ばかりではなく医療，介護を含めた

社会保障の一体改革を検討したい。というのは，年金改革は年金財政の健

全化に寄与するとしても，それだけでは財政収支全体の改善は期待できな

い。社会保障給付費の増加に対処するためには，サービスの重複を見直し

最小の費用で最大の便益を獲得することが必要であり，それゆえに社会保

障の一体改革が望まれる。それには複数の政策手段を組み合わせることが

必要になろうが，応用一般均衡分析はそのような分析に最適な手法である

からである。
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